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京都市地球温暖化対策計画の進捗状況 

 

今年 3 月に改定した京都市地球温暖化対策計画（以下「計画」という。）に掲げる緩

和策（温室効果ガスの排出を抑制する対策）の進行管理については，本推進委員会にお

いて，専門的見地から地球温暖化対策を点検・評価することとしている。 

【点検・評価の視点】 

１ 計画に掲げる 98 の具体的取組のうち，平成 29 年度から着手した 4 つの取組を

除く，94 の取組について平成 28 年度時点の進捗状況を評価 

２ 温室効果ガス削減目標の達成に向け，温室効果ガス排出量の増減要因を分析

し，部門ごとに地球温暖化対策の成果や外部要因の影響を「見える化」 

 

１ 具体的取組の進捗状況 

 ⑴ 進捗区分 

   計画に掲げる 94 の具体的取組について，計画に基づく次の 6 区分で評価した。 

改定後の進捗区分  改定前の進捗区分 

Ｓ 
実施済み又は本格実施中 
（各取組で設定した進捗指標の目標やロードマップ等と

比べて見込みを上回る） 

 

実施済み 
又は 
本格実施中 ＡＡ 

実施済み又は本格実施中 
（進捗指標やロードマップ等と比べて見込みどおり） ⇦ 

Ａ 実施済み又は本格実施中  

Ｂ 実施前最終段階  実施前最終段階 

Ｃ 企画構想段階  企画構想段階 

Ｄ 未着手  未着手 

 

⑵ 進捗状況のとりまとめ 

平成 28 年度における 94 の具体的取組の進捗状況について，評価した結果は次の

とおりである。 

 Ｓ ＡＡ Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

取組数 94※ 10 31 45 1 7 0 

（割合） 100% 11% 33% 48% 1% 7% 0% 

※ 計画には 98 の取組を掲げているが，そのうち 20 の新規の取組があり，そのうち 16 の

取組は，前倒して平成 28 年度から着手し，4 取組は今年度から着手している。 

 

 

資料２ 
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２ 社会像ごとの取組効果 

社会像１  人と公共交通優先の歩いて楽しいまち 

◎ 地下鉄 5万人増客の達成 

1 日当たりのお客様数を平成 21 年度か

ら平成 30 年度を目途に 5 万人増加させる

という目標を平成 28 年度に 2 年前倒しで

達成した。 

【5 万人増客の要因】 

・公共交通の利便性向上 

・公共交通優先の「歩くまち・京都」の理念の浸透 

・駅及び駅周辺での観光・集客イベントの開催 

・大学や商業施設の開業など「地下鉄を核としたまちづくり」の進捗  など 

◎ 自動車分担率の低下 

公共交通機関の利便性の向上や交

通行動スタイルの転換を促すモビリ

ティ・マネジメントの推進などにより，

移動の際に自動車を使用する割合（自

動車分担率）が下がり，一方で，鉄道・

バスの割合が上昇している。 

 

社会像２  森を再生し「木の文化」を大切にするまち 

◎ バイオマス活用の推進  ～国による「バイオマス産業都市」に選定～ 

これまで，木質バイオマスや廃棄物系バイオマスのエネルギー利用を推進し， 

バイオマス総利用率は，平成 20 年度の 39％から平成 26 年度の 49％となり，10 ポ

イント上昇した。また，今年 10 月に，国から「バイオマス産業都市」に選定され，

豊かな森林資源，伝統文化，進取の気性など，京都のまちがもつ「市民力」や「地

域力」を結集し，「自然環境と共生してきた文化，こころ」を大切にしながら，バイ

オマスの活用を積極的に推し進め， 

「環境にやさしく災害に強い低炭素社会・ 

循環型社会」の構築を目指していく。 

「バイオマス産業都市構想」の概要 

将来像 

ア 農林業の振興と北部山間地域の活性化 

イ 都市部のバイオマスの有効利用 

ウ 先端技術を活用した廃棄物系バイオマスのエネルギー利用 

【自動車分担率】 【鉄道・バス分担率】 

28.3%
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事業化プロジェクト 

① 食の循環プロジェクト       ② バイオガスプロジェクト 

③ 下水バイオマス活用プロジェクト  ④ せん定枝の分別・リサイクルプロジェクト 

⑤ 「都市油田」発掘プロジェクト   ⑥ バイオディーゼル燃料プロジェクト 

⑦ 森林バイオマス活用プロジェクト  ⑧ 先端技術連携プロジェクト 

目標 

平成 32 年度までにバイオマス総利用率を 55％まで高める。 

 

 

社会像３  エネルギー創出・地域循環のまち 

◎ 再生可能エネルギー設備の導入支援 

再生可能エネルギー利用設備の普及を図るため，太陽光発電システムをはじめ，

太陽熱利用システム，蓄電システム，エネファーム及び HEMS（家庭用エネルギー

マネジメントシステム）の設置助成を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ◎ 市民協働発電制度の推進 

市民が出資して太陽光発電シス

テムを設置する「市民協働発電制度」

や，太陽光パネルの設置場所として

法人などに市施設の屋根を貸し出

す，「太陽光発電屋根貸し制度」を

実施している。 

 これらの制度による太陽光発電シ

ステムの設置実績（平成 28年度末）は

表のとおり。 

  

 施設数 容量 

市民協働発電制度 9 施設 388.7 kW 

屋根貸し制度 26 施設 831.8 kW 

計 35 施設 1220.5 kW※ 

【太陽光発電設置助成件数(累計)】 【蓄電池設置助成件数(累計)】 

6年間で 
4倍以上 

4年間で 
16倍以上 

（助成開始） 

※ 市内の家庭約 330世帯分の年間電気消費量に相当 
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社会像４  環境にやさしいライフスタイル 

 ◎ ライフステージに応じた系統的・統合的な「京都市環境教育・ 

学習基本指針」の策定・推進 

持続可能な社会を構築するうえで最大の「鍵」は，環境に

関する知識・意識の向上及び行動の活性化であるとの認識の

下，より一層環境教育・学習の取組を充実するため，京都市

環境教育・学習基本指針を策定（平成 29 年 3 月）し，環境保

全の取組を総合的に推進している。 

 

  ◎ 「エコ学区」ステップアップ事業 

学区の主体的なエコ活動と参加者の更なる拡大

を図るため，従来の「エコ学区」事業よりも多彩

なプログラムによる支援を行う「エコ学区 ス

テップアップ」事業を開始した。 

 その一環として，小学校・中学校と連携し，地

域特性を活かしたエコ活動を数箇月行い，地域に

おける活動を推進する人材の育成を図る「京エコ

ライフプログラム」を 3 学区で実施した。 

 

 

社会像５  環境にやさしい経済活動 

 ◎ 事業者排出量削減計画書制度の推進 

  地球温暖化対策条例に基づき，市域全体の温室効果ガス排出量の約 4 分の 1 を排

出している大規模排出事業者に対し，削減計画書と取組実績の報告書の策定・提出

を義務づけ，本市が公表する「事業者排出量削減計画書制度」を推進している。 

最新年度である平成 27 年度は 140 者が対象となり，温室効果ガス排出量は約

186.9 万トンと，基準となる排出量（平成 23～25 年度の平均値）から約 23 万トン，

10.9%の削減となった。 

部門 
事業

者数 

温室効果ガス排出量 （単位：万トン-CO2） 
目標 

削減率 
基準となる 

排出量 

排出実績 (参考) 
平成 

26年度 平成 27 年度 削減量，削減率 

産業 33 55.8 50.4 ▲5.4，▲9.7% 52.3 ▲2.0 % 

運輸 22 26.3 24.5 ▲1.8，▲6.8% 25.1 ▲1.0 % 

業務 85 127.8 112.0 ▲15.8，▲12.4% 115.6 ▲3.0 % 

合計 140 209.8 186.9 ▲23.0，▲10.9% 193.0 － 

学区ぐるみで「グリーンＵＰ」プロジェクト
（朱雀第四学区） 
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社会像６  ごみの減量 

平成 28 年度のごみ量は，市民，事業者

の皆様の御尽力により，平成 27 年度に 

比べ 2.2 万トン減となる 41.7 万トンまで

減量が進み，ピーク時（平成 12年度）から

49％削減できた。 

 

 

◎ 食品ロスの削減 

ピーク時からのごみ半減に向け，燃やすごみに多く含まれる食品ロス（食べ残し・

手つかず食品）の削減を図るため，全国で唯一，食品ロス排出量削減の数値目標※

を明確に定め，取組を推進している。 

※ 平成 27 年度：約 6.5 万トン ⇒ 平成 32 年度：5 万トン 

 

食品ロスをはじめとする生ごみの減量の

推進に取り組む飲食店等を京都市が認定す

る「食べ残しゼロ推進店舗認定制度」を実

施した。 

 

 

◎ 「京都市ごみ半減・こごみアプリ」の配信 

ごみの減量や分別・リサイクルに，より一層の関心を持って

いただき，楽しみながら実践していただけるよう，家庭での 

ごみ減量や分別に役立つスマートフォンアプリ「京都市ごみ 

半減・こごみアプリ」の配信を平成 28 年 12 月から開始した。 

 

 

 

 

 

京都市のごみ量の推移 
（単位：万トン） 

食べ残しゼロ推進店舗認定ステッカー 
（平成 28年度末時点で 518店舗が認定） 

82 
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３ 削減見込量の進捗状況  

⑴ 温室効果ガス排出量を 2020年度までに基準である 1990年度比で 25％削減する目標の達

成のため，計画において，2014 年度の排出量 782 万トンから 194 万トン削減することを掲

げている。 

⑵ 194 万トンのうち，計画に掲げる 98 の具体的取組によって 134 万トン，発電効率の向上

や電源構成の変化などによって 60 万トンを削減することとしている。 

 

最新年度である 2015 年度の温室効果ガス排出量※における削減見込量の進捗状況は次のと

おりである。 

2015 年度の温室効果ガス排出量は約 759 万トンであり，2014 年度比 23.0 万トン，2.9％の減少

（基準である 1990年度比 24.7万トン，3.2％の減少） 

  

 増減量の内訳                       （単位：万トン）  

                                        

   ＋１４  

▲３７ 

            

  

 

 

 

７８２ 

 増加              

    減少   

 

 

７５９ 

          

                

                

            

５８７ 

 

２０１４               ２０１５                  ２０２０ 
                                        （目標年度） 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

13 の方策ごとの増減量              （単位：万トン） 

部門 方策 
2015 年度から

2020 年度までの 

削減見込量 

2015 年度の 

増減量 

家庭 

➀省エネ性能の高い機器・ 

設備の導入促進 

省エネ性能の高い家電製品への更新 ▲１３.４ ▲１.１ 

高効率給湯器の普及 ▲５.２ ▲０.２ 

家庭用燃料電池の普及 ▲２.４ ▲０.１ 

➁住宅の省エネルギー化の 

促進 
市内建築物（住宅）の断熱性能向上 ▲０.８ ▲０.６ 

➂家庭用エネルギーマネジメント
システムの導入拡大や省エネ
診断の拡充などによる省エネ行
動の促進 

家庭における省エネ行動 

（➀，➁を除く） 
▲８.６ ▲９.４ 

世帯数増加 － ＋２.０ 

計 ▲３０.４ ▲９.４ 

業務 

➃事業活動の低炭素化の促進 

特定事業者の省エネ活動 ▲８.７ ▲１.８ 

特定事業者以外の省エネ活動 ▲１２.５ ▲３.１ 

事業者による低炭素燃料への転換 ▲１１.９ ＋４.４ 

➄建築物の省エネルギー化の

促進 
市内建築物（非住宅）の断熱性能向上 ▲５.７ ▲０.５ 

床面積の増加 － ＋３.８ 

計 ▲３８.８ ＋２.８ 

産業 
➅事業活動の低炭素化の促進 

特定事業者の省エネ活動 ▲３.１ ▲１.２ 

特定事業者以外の省エネ活動 ▲５.７ ▲１.７ 

事業者による低炭素燃料への転換 ▲１.８ ▲０.６ 

計 ▲１０.６ ▲３.５ 

運輸 

➆歩行・自転車・公共交通の

利用促進 
自動車分担率の低下 ▲３.９ ＋１.３ 

➇エコカーへの転換， 

エコドライブの普及促進 

エコカーの普及・自動車燃費の改善 ▲１４.３ ▲１.７ 

エコドライバーズ宣言者の拡大 ▲２.３ ▲０.３ 

➈運輸事業者の低炭素化の 

促進 
特定事業者の省エネ活動 ▲０.８ ＋０.４ 

ガソリン及び軽油等の消費量の増加 － ＋７.１ 

計 ▲２１.３ ＋６.８ 

廃棄物 
➉ごみの発生抑制， 

分別・リサイクルの促進 
ごみの市受入量の減少 ▲４.９ ＋０.１ 

⑪ＣＯ２以外の温室効果ガス（メタン，フロン類等）の削減  ▲１６.９ ＋４.３ 

削減 
効果量 

⑫再生可能エネルギーの 

導入拡大 

太陽光発電設備の普及 ▲７.８ ▲１.２ 

その他再生可能エネルギーの導入 ▲２.６ ＋０.４ 

⑬森林の育成・整備 森林面積 ▲０.２ ▲０.０４ 

運輸部門 

業務部門 

CO2以外の 

温室効果ガス 

産業部門 

家庭部門 

削減効果量 

電気の排出
係数の改善 

差引 

▲２３ 

 

▲9.4 

▲3.5 

 

 

▲23.3 

▲0.8 

１４万トン増加 

廃棄物部門+0.1 
 

＋6.8 

＋4.3 

＋2.8 

差 引 
23 万トン削減 

３７万トン減少 

差引 

▲１９４ 
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参考：環境モデル都市における平成 27 年度の取組の評価結果 

⑴ 持続可能な低炭素社会の実現に向け，高い目標を掲げて先駆的な取組にチャレンジする

「環境モデル都市」に平成 21 年 1 月に選定され，毎年度，取組の進捗状況を国に報告し，

評価を受けている。 

⑵ 平成 27 年度は 25 点満点中 24 点と，環境モデル都市 23 都市の中で 3 年連続最も良い 

評価を受けている。 

 


